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人的資源管理 システムの内的整合性が研究者の研究成果に及ぼす影響

慶應義塾大学 蔡 〓 錫

は じめ に

 終 身 雇 用 か ら契 約 型 雇 用 へ(日 本 経 済 新 聞 社 ，

1993)， よ り革 新 的 な労 働 力 へ(Hori，1993)， 企

業 に忠 誠 を誓 う従 業 員 か ら創 造 的 な仕 事 ので き る

従 業 員 へ(JCIP，1994； 島 田，1994)， ホ モ ジ ニ ア

ス な 労 働 力 か らヘ テ ロ ジ ニ ア ス な労 働 力 へ(清

家 ，1994)， 組 織 人 モ デ ルか ら仕 事 に コ ミ ッ トメ

ン トす る プ ロ フ ェ ッシ ョナ ル ・モ デル へ(太 田 ，

1994)な どの表 現 で現 れ て い るよ うに，人 的 資 源

管 理 シ ス テ ムの 改 革 を め ぐる議 論 が 活 発 に行 わ れ

て い る。 しか し， い ず れ も実 証 的 な 裏 付 けの な い

ま ま議 論 が 進 行 され て お り， 改 革 の 方 向 性 が 果 た

して正 しい か ど うか を判 断 で き る材 料 は殆 ど見 当

た らな い。 そ の 意 味 で ， 人 的 資 源 管 理 シ ステ ムの

効 果 に 焦点 を 絞 った 実証 研 究 は， 現 在議 論 され て

い る改革 の 方 向性 が正 しい か ど うか を判 断 す る材

料 を提 供 す るだ け で な く， 改革 の道 の りに お い て

予 想 され る障 害 や課 題 な どを 明 らか に す る とい う

面 で緊 急 の課 題 と もい え る。

 と ころ で， 人 的 資 源管 理 論 の フ ロ ンテ ィア と し

て 注 目 さ れ て い る戦 略 的 人 的 資 源 管 理 論(stra-

tegic human resource management， 以 下

SHRM)の 視 点 か ら，最 近 の改 革 の議 論 を考 え て

み る と， 非 常 に 興 味 深 い1つ の 事 実 が 浮 か び上

が って くる。 そ れ は， 人 的資 源 管 理 シス テ ム の 内

的 整 合 性(internal fit)と 人 的 資 源 管 理 シ ス テ ム

の改 革 と の関 係 に関 わ る問 題 で あ る。SHRMは ，

1)雇 用 ，賃 金 ， 評 価 な ど人 的 資 源 管 理 シ ス テ ム を

構 成 して い る各 々 の 機 能(function)が お 互 い に

矛 盾 せ ず 整 合 的 で あ る ほ ど(つ ま り内 的 整 合 性 が

強 い ほ ど)， 人 的 資 源 管 理 シ ス テ ム の 効 果 は更 に

高 くな る と い う こ とを 認 あ なが らも，2)し か し，

内 的 整 合 性 が 強 す ぎ る場 合 ， 組 織 変 動 や 組 織 イ ノ

ベ ー シ ョ ンが起 こ り に くい恐 れ が あ る と い う こ と

も同 時 に指摘 して い る。年 功 賃 金 や 長 期 雇 用 ，社

内教 育 訓 練 な ど， これ まで 日本 の 人 的 資 源 管 理 シ

ステムが内的整合性の面で非常に優れていたこと

は，周知の通 りである。 しか し，人的資源管理シ

ステムの改革に乗 り出そうとする企業にとって，

内的整合性はむ しろ企業の改革の試みを非常に難

しくする可能性があることもまた事実である。な

ぜなら，大きな組織変動を成 し遂げるとき，内的

整合性は組織の硬直さを意味するにほかならない

か らである。

 本論文は，人的資源管理システムの効果，中で

も内的整合性の効果を実証することを最大の目的

としている。現在行われている改革の議論が果た

して正 しい方向に向かっているかどうか，何 らか

の理由で人的資源管理システムの改革に乗り出さ

ざるを得ない企業が乗 り越えなければな らない障

害や課題は一体何であろうかということが，実証

研究から明らかになるだろう。

1.戦 略的人的資源管理論 ：内的整合性を中

心 として

 過去20年 間，人的資源を捉える視点 は大きく

変 ってきた。その変化は，人をコントロールの対

象 とみなし集団的な労使関係に重点を置いた人事

管理から人を投資の価値のある資源 としてみなす

人的資源管理へ，さらには人を企業の持続的な競

争優位の源泉 としてみなすSHRMへ 推移 してき

たことに象徴される。人的資源管理論の フロン

ティアとして注 目を浴びているSHRMは ，次の

3つ の点を強調 している。

 第1に ，戦略遂行の際に人的資源管理戦略が企

業戦略に従わなければならないことは言 うまで も

なく，戦略形成の際にも人的資源に対 し積極的な

考慮がなされなければな らず，人的資源管理 は

「戦略的」でなければならない。第2に ，長期にわ

たって見 られる企業業績における差は，主に人的

資源によってもたらされるもので，その意味で人

的資源は企業の持続的な競争優位の源泉 の1っ

である。言い換えれば，同 じ商品市場で競争 して
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いるにもかかわらず，ある企業が長期にわたって

高い業績を維持するのは，その企業の人的資源管

理が優れているか らである。第3に ，実証研究の

面で，人的資源管理が企業の経済的な成果に及ぼ

す直接効果 を明 らか にす る ことであ る(蔡 ，

1998)o

 SHRMの 議論の中で1)，最近特 に注目を浴びて

いるのは， システムとしての人的資源管理に関す

る議論である。 これまで，人的資源管理論 といえ

ば，企業 の中で働 く人 々を管理す るのに必要 な

様々な機能，例えば，選抜，教育訓練，評価，待

遇など，人事部の特徴的な機能の単純な総合とし

てみなされてきた。それゆえ，既存の殆 どの研究

は，人的資源管理 システムを構成する様々な機能

の間 の相互作用 を無視 した まま(Mahoney&

Deckop，1986；Wright&McMahan ，1992)， あ

る特定の機能だけに焦点を絞り，その機能が従業

員の満足や離職，企業の生産性などに及ぼす影響

を調べてきた。 しかし，人的資源管理論をシステ

ム的に考えず1っ の機能だけを独立に扱 うこと

は，人 的資 源管 理論 の破綻を招 く恐れ があ る

(Zedeck&Cascio，1984)。 なぜなら，人的資源管

理システムを構成 している様々な機能はお互いに

強い相関を持ち2)，切 り離 して議論できないか ら

である(Delaney， Lewin&Ichniowski ，1989；

Huselid，1995；MacDuffie，1995；Osterman ，

1994)。 日本の終身雇用 と年功賃金 との関係 は，

人的資源管理を機能別に分けて分析することがい

かに適切でないかを示すよい例であろう。

 人的資源管理をシステム的に捉えず機能別に分

けて研究する場合，提議される問題としては次の

3?が 挙げられる(Wright&Snell ，1991)。第1

は，戦略的に大 きな変化を成 し遂げる時，組織は

その変化に適切に対応できないという点である。

大きな戦略的な変化を経験する時，組織が直面す

る課題は，戦略的変化にあわせ各々の機能をどの

ように変えるかではなく，人的資源管理の全般的

なあり方や方向性をどのように定めるかである。

第2は ，様々な機能の間のシナジー効果を利用で

きなくなるだけでなく，各々の機能の間で起 こり

うるコンフリク トから生 じる逆作用を回避できな

くなる可能性があるという点である。第3は ，人

的資 源 管 理 を シス テ ム 的 に捕 らえ な い場 合 ， 問題

の解 決 策 も機 能 別 に分 け て考 え られ が ち で， 各 々

の機 能 を組 み 合 わ せ る こ と に よ って 生 み 出 され る

多 様 な解 決 策 が 利 用 で き な くな る な ど， 企 業 の選

択 肢 が 狭 ま って しま う と い う点 で あ る。

 と ころ で， 人 的 資 源管 理 シ ステ ム は， そ れ が 内

的整 合 性 と外 的整 合 性(external fit)に 満 ち て い

る と き， シス テ ム と して の人 的 資 源 管 理 の効 果 は

更 に高 ま る と考 え られ て い る(Becker&Gerhart，

1996；Becker， Huselid， Pickus&Spratt ，1996；

Cappelli&Crocker-Hefter，1996；Ichniowski ，

Kochan， Levine， Olson&Strauss ，1996)。 こ こ

で 内 的整 合 性 とは， 人 的 資 源管 理 シス テ ム を構 成

して い る様 々 な機 能 の間 の整 合 性 を意 味 す る。 た

と え ば， こ れ ま で 日本 の人 的 資 源 管 理 シス テ ム の

よ うに，長 期 雇 用 を 前 提 にす る場 合 ，新 卒 採 用 で，

年 功 賃 金 で ， 評 価 も長 期 的 に行 わ れ る方 が ， 人 的

資 源 管 理 シ ス テ ムの 効 果 は高 ま るの に対 して ， 短

.期雇 用 の場 合 は， 即 戦 力 の 中途 採 用 で， 評 価 も短

期 的 に行 わ れ， 能 力 ・業 績 主 義 を導 入 した ほ うが

人 的資 源 管 理 シス テ ム の効 果 は高 ま る と考 え られ

て い る。 一 方 ， 外 的整 合 性 と は， 人 的資 源 管 理 シ

ス テ ム と企 業 の追 求 す る戦 略 や 目標 と の整 合 性 を

意 味 す る。 具 体 的 に は， 人 的 資 源 管 理 シ ス テ ムが

企 業 の 日常 的 な運 営 シ ス テ ム に しっか り根 を 下 ろ

し， 商 品 開発 の速 度 や顧 客 サ ー ビ ス， 品質 と い っ

た企 業 の具 体 的 な経 営 問題 を解 決 す るの に役 立 っ

て い る場 合 は， 人 的資 源 管 理 シス テ ム の効 果 は高

ま る と考 え られ て い る。

 SHRMに よ る と， 内 的 ・外 的 整 合 性 に満 ち て

い る人 的 資 源 管 理 シ ス テ ム は， 企 業 の 競 争 優 位 の

源泉 に な る企 業 の 重要 な 資産 で あ る。 な ぜ な ら，

一 般 的 に
， 複 雑 な シス テ ム を模 倣 す るた あ に は，

シス テ ム を構 成 して い る各 々 の機 能 が ど の よ うに

相 互 作 用 す る か を し っか り把 握 して お か な け れ ば

な らな いが ， こ の よ うな相 互 作 用 をっ か む こ と は

非 常 に難 し く， 競 争 企 業 に よ って 模 倣 され に くい

か らで あ る。 最 近 のSHRMが ， 人 的 資 源 管 理 シ

ス テ ム を巡 る 諸 問 題 を解 決 す る糸 口 と して， 内

的 ・外 的整 合 性 を含 あ た シ ステ ム と して の人 的資

源 管 理 を非 常 に重 視 す る理 由 は， こ こに あ る。

 本 論 文 は， シス テ ム と して の人 的 資 源 管 理 の効
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果に注目する。以下では，2っ の整合性の中でも

特 に内的整合性に焦点を絞り，人的資源管理シス

テムは内的整合性 に満ちているほどその効果は高

まるというSHRMの 基本的な前提を，企業のR

&D研 究者のサ ンプルを通 じて検証する。

2.研 究 方 法

 1)研 究対象

 本論文で用いられるデータは，慶應義塾大学産

業研究所の 「R&D研 究会」が1994年 実施 した

「研究者の意見調査」に回答 した企業研究所で働

くプロフェッショナルである。研究対象の属性変

数における諸特徴は，石田(1996)を 参照 された

い。

 2)変 数の測定

 ① 人的資源管理システムの尺度の開発

 「R&D研 究会」の調査では，R&D組 織にお

ける人的資源管理を，部門間の交流や異質性の組

み合わせ，外部のプロフェッショナルとの交流，

人事考課の仕方，仕事における自律性，個の尊重

など，計13の 項 目で尋ねている。13項 目はいず

れも，R&D組 織で働 くプロフェッショナルの研

究成果に影響する人的資源管理施策として注目さ

れているもので(Clark&Hujimoto，1991； 福

井，1989；太田，1994；榊原，1995)， リカー ト・

タイプの5点 スケール方法で測られている。

 ところで，13項 目の各々の施策の効果 を調べ

て も，とりたてて有意義なことではないと判断

し，まず，因子分析を通 じて，13項 目の間に隠れ

ている因子構造を明らかにすることに した。その

理由としては，次の2つ の点が指摘できる。第1

に，13項 目の間には概念的に重なり合 うところ

が多 く，当然のことながら，項目の間には高い相

関が見込まれるという点である。第2に ，最近の

SHRMの 視点を取り入れている本論文の目的は，

あくまでシステムとしての人的資源管理の効果を

調べることにあるという点である。因子分析の結

果，解釈できる因子 として次の5っ の因子が現れ

た。

 第1は ，他部門との密接な連携を通 じて，素早

く製品開発を成 し遂げようとする人的資源管理施

策の集まりである。この因子に負荷量の多かった

項 目としては，「研究開発 と製品化が密接に関連

している」，「市場や顧客の情報が頻繁に研究開発

に伝えられる」の2項 目である。2っ の項目は共

に， これまで日本企業の研究開発の強みとして指

摘 されてきたもので(Clark&Fujimoto，1991；

Womack， Jones&Roos，1991)， 異なる職種の

人々を集めてプロジェクトを組んだり，人的資源

の部門間ローテーションを活発 にしたりするなど

の施策 と思われる。そこで，ここではこの因子を，

「部門間交流促進因子」と名付けることにする。但

し， この因子の場合，人的資源管理 システムを構

成する要因 というよりは，基礎研究より開発 ・応

用研究を重視する企業のR&D戦 略に関わる因

子 とも解釈できる。

 第2は ，研究 テーマの設定や研究方法，その進

あ方において自律性を強調す る人的資源管理施策

の集まりである。 この因子に負荷量の多かった項

目としては，「研究者が リスクをおかすことが奨

励されている」，「公式のプロジェクトでない，メ

ンバー独自の研究(ア ングラ研究)が 奨励されて

いる」，「研究テーマの設定は，研究員個人の関心

や興味を考慮 して決あられている」の3項 目であ

る。いずれ も，プロフェッショナルを動機づける

上で欠かせない施策として早 くか ら指摘されてき

た もので あ る(Kerr， Von Glinow&Schries-

heim，1977；Marcson，1960)。 そこで，ここでは

この因子を，「自律性促進因子」と名付けることに

する。

 第3は ，R&D組 織内で異質性をできるだけ高

あようとする人的資源管理施策の集まりである。

この因子に負荷量の多かった項 目としては，「研

究 リーダーがメンバー間の調整や問題解決などに

割 く時間を少なくする努力がなされている」，「研

究プロジェクトを組む際に異質な人材の組み合わ

せが重視される」，「他の研究所や大学からの第一

線研究者の採用が多い」の3項 目である。いずれ

も，榊原(1996)の 言 う組織内同質化を避 けよう

とする施策 と判断される。そこで， ここではこの

因子を， 「異質性促進因子」 と名付けることにす

る。
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 第4は ，社 内 ・外 の情 報 交 換 に関 わ る人 的資 源

管 理 施 策 の集 ま りで あ る。 この因 子 に負 荷 量 の多

か った 項 目 と して は， 「社 外 や社 内 の 研 究 者 を呼

ん で の ， 情 報 交 換 の機 会 が 数 多 く設 け られ て い

る」， 「他 の 研 究 所 や 学 会 や 大 学 と の研 究 上 の交 流

が 奨 励 され て い る」 の2項 目 で あ る。 こ こで は こ

の 因 子 を ，「情 報 交 流 促 進 因 子 」と名 付 け る こ と に

す る。 た だ し， この 因 子 の 場 合 ， プ ロ フ ェ ッシ ョ

ナ ル を動 機 づ け る上 で 重要 な要 因 で あ る準拠 集 団

に 関 わ る因子 と も解 釈 で き る。

 第5は ，個 人 の尊 重 に 関連 す る人 的 資 源管 理 施

策 の集 ま りで あ る。 この 因子 に負 荷 量 の多 か った

項 目 と して は，「チ ー ム単 位 で仕 事 を して も，個 人

の貢 献 が 正 し く評 価 さ れ て い る」， 「予 算 や ス タ ッ

フ の 使 い 方 につ い て， 研 究 員 の 自 由度 が 高 い」，

「勤 務 時 間 管 理 が ， 研 究 員 の 自主 的 な判 断 に 任 さ

れ て い る」 の3項 目 で あ る。 い ず れ も， 太 田

(1994)の 個 の尊 重 に 関 わ る 因 子 と して判 断 さ れ

る。 そ こで， こ こで は こ の因 子 を ， 「個 の 尊 重 因

子 」 と名 付 け る こ と にす る。

 ② 内 的 整 合 性 の測 定

 SHRMが ， 人 的 資 源 管 理 シ ス テ ム に お け る 内

的 ・外 的 整合 性 を非 常 に重 視 して い る とい う こ と

は，既 に触 れ た こ とで あ る。 と こ ろが ，「R&D研

究 会 」 の調 査 に は企 業 の追 求 す る戦 略 を測 る変 数

が含 ま れ て お らず ， 外 的整 合 性 の効 果 を測 定 す る

方 法 は な い。 従 って， こ こで は， 人 的資 源 管 理 シ

ス テ ム を 構 成 す る5っ の 因 子 の 間 の 内 的 整 合 性

の効 果 だ け を調 べ る こ と にす る。

 適 合 性 を ど の よ うに測 るべ き な のか は， 確 か に

議 論 の 余 地 の多 い と こ ろで あ る(Becker&Ger-

hart，1996；Pfeffer，1994)。 しか し，早 くか ら整 合

性 の 測 定 の 問 題 に取 り組 ん で きた 企 業 戦 略 論 で の

これ ま で の 研 究 を レ ビ ュ ー して い るVenkatra-

man(1989)は ， 現 在 の 段 階 で 整 合 性 を 最 も適 切

に 測 る方 法 は， モ デ レー タ変 数 ， つ ま り， 交 差項

を設 け る こ とで あ る と指 摘 して い る。 これ ま で の

SHRMの 殆 ど の 実 証 研 究 も， 実 は こ の 方 法 に

よ っ て 内 的 ・外 的 整 合 性 は 測 られ て き た(Hus-

elid，1995；MacDuffie，1995)。 こ こで も， Venka-

traman(1989)の 指 摘 に従 い， 交 差 項 を設 け る こ

と に よ って 内 的 整 合 性 を測 る こ と にす る。

 ③ 結果変数

 R&D組 織における人的資源管理システムの効

果を調べるたあに用いられる結果変数は， 次の2

っである。第1は ，R&D組 織で働 くプロフェッ

ショナルの研究成果の中で，プロフェッショナル

として個人の成果の側面が強い研究成果である。

「R&D研 究会」では，これを，「海外での学会発

表」，「国内での学会発表」，「海外雑誌への論文掲

載」，「国内雑誌への論文掲載」の4項 目で測って

いる。いずれもダミー変数で測られているため，

「個人の研究成果」 は， これ らの4項 目の合計で

ある。第2は ，研究成果の中で，会社の成果に直

接っながると思われる研究成果である。 「R&D

研究会」 の調査では， これを， 「海外での特許申

請」，「国内での特許 申請」，「研究成果の社内表

彰」，「研究成果の製品化」，「事業部などか らの重

大な要請に答える」 の5項 目で測っている。 「個

人成果」と同 じようにダミー変数で測 られている

ため，「社内研究成果」は，これらの5項 目の合計

である。

3.分 析 結 果

 表1は ，因子分析の結果で現れた5っ の因子を

含め，人的資源管理 システムの効果を調べるため

に使われている変数の相関，平均，標準偏差をま

とあたものである。人的資源管理 システムを構成

する5つ の因子の平均を調べてみると，研究テー

マや研究方法，その進め方において自律性を強調

する人的資源管理施策の集まりである 「自律性促

進因子(HRM2)」 と， R&D組 織内での異質性を

できるだけ高めようとする人的資源管理施策の集

まりである 「異質性促進因子(HRM3)」 は相対的

に低いのに対 して，社内 ・外の情報交換に関する

人的資源管理施策の集まりである 「情報交流促進

因子(HRM4)」 と，個人の尊重に関連する人的資

源管理施策の集 まりである 「個の尊重因子(HRM

5)」は相対的に高い。要するに，製薬とエレクト

ロニクス業種のR&D組 織 で働 くプロフェッ

ショナルは，研究テーマの選定やその進め方 は会

社主導で行われており，異質性を積極的に取 り入

れようとする努力 もあまり行われていないのに対
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表1 変数の相関，平均， 標準偏差

変 数
相 関

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10   11   12

1.年 齢

2.勤 続

3.博 士 号

4.医 薬

5.選 抜

6.HRM1

7.HRM2

8.HRM3

9.HRM4

10.HRM5

11.個 人 成 果

12.社 内 成果

 .77

 .40

 .os

一
.13

 .22

 .12

一 .01

 .19

 .oz

 .50

 .42

 .20

 .09

一
.13

 .19

 .15

 .05

 .15

 .os

 .37

 .32

 .10

一
.12

 .09

 .03

一
.04

 .06

 .05

 .40

 .15

一 .17

 .03

一 .00

 .04

 .06

 .oi

一
.os

一
.36

 .02

 .03

 .03

 .03

 .07

一 .03

一
.oi

(.61)

.16   (.58)

.16   .31   (.52)

.13   .31   .35   (.72)

.15    .38    .29    .25

.06    .09  一.15    .08

.16   .10  一.05   .01

(.45)
.02

.04  .41

平  均
標準偏差

36.53  11.31    .31    .50    .25  2.99   2.46   2.28   3.24   3.24   2.08   1.89
7.06   7.94    .46    .50    .43   .81    .67    .59    .85    .62   1.47   1.35

・ノ〉=965 .

・博 士 号(未 取 得=o ， 取 得 一1)， 医 薬(非 医 薬=0， 医薬=1)， 選 抜(人 的 ネ ッ トワー ク利 用=0， 非 利 用=1)

は， そ れ ぞ れ ダ ミー変 数

・HRMIは 「部 門 間 交 流 促 進 因 子 」， HRM2は 「自律 性 促 進 因 子 」， HRM3は 「異 質 性 促 進 因 子 」， HRM4は

「情 報 交 流 促 進 因 子 」，HRM5は 「個 の 尊 重 因 子 」.

・カ ッコ の 中 は信 頼 性 係 数 α.
・「rI≧.06は5%で ， l r I≧.13は1%で 有 意(two-tailed test) .

して，社内 ・外の情報交流や個の尊重の施策はや

や行われていると認識 しているのである。興味深

いことは，一般的に言われているのとは異なっ

て， 「個の尊重因子」 の得点が高いという点であ

る。時間管理や研究スタッフの使い方，予算管理

においては，個人の自由度を高めようとする最近

の企業の動 きが反映されているのかもしれない。

5つ の因子の間の相関は，.15か ら.38の 範囲で

高 くない。

 人的資源管理 システムを構成する5つ の因子

の中で，「新たに構成される尺度の信頼性係数は，

少な くとも.70を 超え ることが望 ましい」 とい

う，Nunnally(1967)の 基準 を満た しているの

は，「情報交流促進因子(HRM4)」 だけである。信

頼性係数が特に低いのは，「個の尊重因子(HRM

5)」と 「自律性促進因子(HRM2)」 である。「情報

交流促進因子(HRM4)」 を除いた他の4っ の因子

の場合，信頼性係数が低いが故に，各々の因子と

結果変数 との間の真の相関が低 くなる恐れがある

ことを予め断っておく。

 人的資源管理 システムが結果変数に及ぼす影響

は， 重 回 帰 分 析 を通 じて 調 べ る こ と にす る。 そ の

際 ， 内 的 整 合 性 ， つ ま り， 交 差 項 を設 け る こ と に

よ って 生 じか ね な い多 重 共 線 性 の 問 題 は，Cronb-

ach(1987)の 勧 告 に従 い， 人 的 資 源 管 理 シ ス テ ム

を 構 成 して い る5つ の 因 子 の そ れ ぞ れ の ス コ ア

を単 純 に掛 けず， 各 々 の 因 子 の ス コ アか ら各 々 の

因子 の平 均 を 引 い た もの 同士 を掛 け る こ と に よ っ

て避 け られ た。 この よ うな措 置 が施 され た結 果，

5っ の 因 子 と， 考 え られ る 計20個 の交 差 項 と の

間 の相 関 は， 一.19か ら.18の 範 囲 で決 して高 く

な い。

 1)プ ロフェッショナルとしての個人の研究成

  果

 結果変数として，プロフェッショナルとしての

個人の研究成果をとった重回帰分析の結果をまと

めたのが，表2で ある。モデル1は ，コントロー

ル変数として用いられている属性変数だけを結果

変数に回帰 したものである。属性変数と結果変数

との間に統計的に有意な結果が現れているのは，

年齢 と博士号の取得有無，業種の3つ である。他
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表2 重回帰分析の結果 ：プ ロフェッシ ョナル と しての個人の研究成果

変  数
モ デ ル1 モデル2 モデル3

b s.e. b

切片

年齢

勤続

博士号

医薬

選抜

HRMl

HRM2

HRM3

HRM4

HRM5

HRMlx2

HRMlx5

HRM2 x 3

s.e b s.e

一
.92***

 .08***

 .oo

 .81***

一
.42***

 .10

0

1
亠

1

0

8

(U

Q
U

O

O

1

0

1

一
.32

 .08***

 .oi

 .80***

一
.40***

 .11

一
.09*

 .17**

一
.39***

 .10*

一
.02

.38

.oi

.01

.10

.os

.10

.05

.07

.os

.05

.07

 .35

 .07***

 .01

 .77

一
.41***

 .10***

一
.09

 .14*

一
.45***

 .07

一
.11

 .25***

一
.19*

一 .36***

5

1

1

0

8

0

6

7

8

6

8

9

0

3

4

0

0

1

0

1

0

0

0

0

0

0

1

1

 

 

2

R

R

∠

.313*** .340***

.02s

.365***

.025

・1>=965 .
・博士号(未 取 得=0 ， 取得=1)， 医薬(非 医薬=0， 医薬=1)， 選抜(人 的 ネ ットワーク利用=0， 非利用=1)

は，それぞれ ダ ミー変数.

・HRM lは 「部 門 間交 流 促進 因子 」， HRM2は 「自律 性 促進 因 子」， HRM3は 「異 質性 促進 因 子」， HRM4は「
情報交 流促進 因子」，HRM5は 「個 の尊重因子」.

・HRM1×2は 「部門間交流促進因子」 と 厂自律性促進 因子」 の交差項
， HRM1×5は 「部門間交流促進因子」と

「個 の尊重因子」 の交差項，HRM2×3は 「自律性促進因子」 と 「異質性促進因子」 の交差項.

の条件が一定であれば，年齢が高まるほど，博士

号を取得 しているグループほど，医薬産業のR&

D研 究者よりもエレク トロニクス産業で働 く研究

者ほど，国内 ・外での学会発表や論文掲載などの

個人の研究成果は高 くなる。大学の先生や先輩な

ど，主に人的ネットワークを通 じて就職 している

グループと，そのような人的ネットワークに頼っ

ていないグループとの間には，統計的に有意な結

果が得 られていない。言 い換えれば，R&D組 織

で働 く研究者の研究成果は，選抜の仕方によって

何 らの影響 も受けず，人的ネットワークに頼 って

いるグループがそうでないグループより研究成果

が高いということにはなっていない。

 モデル2は ，モデル1に 人的資源管理システム

を構成する5っ の因子を加え，それぞれの効果を

調べたものである。 プロフェッショナルの個人の

研究成果における総変動の約35%が モデル2式

によって説明 されている。表2か ら分か るよう

に，人的資源管理 システムを構成する5つ の因子

の中で，「個の尊重因子(HRM5)」 を除いた4つ 因

子が結果変数に統計的に有意な影響を及ぼしてい

る。その中で，正の影響を与えているのは，「自律

性 促進 因子(HRM 2)」 と 「情 報交 流促 進 因子

(HRM4)」 である。要するに，他の条件が一定であ

れば，研究者 の リスクをおかすことを奨励 した

り，メンバー独自の研究が奨励 した り，研究テー

マの設定においても研究者個人の関心や興味を考

慮 して決めるように したりするなど，組織が自律

性を促す施策を採 るほど，研究者の個人の研究成

果は高 くなる。また，社外や社内の研究者を呼ん

での情報交換の機会を数多 く設けたり，他の研究

所や学会や大学との研究上の交流を奨励 したりす

るなど，組織が積極的に情報交流を促す施策を採

るほど，個人の研究成果は高 くなる。プロフェッ

ショナルの動機づけの重要な要因が研究における

自律性や，プロフェッショナルとしての外部活動

であることを考えれば， これは当然の結果とも思

われる。
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 一方，「部門間交流促進因子(HRM1)」 と 「異質

性促進因子(HRM4)」 は， プロフェッショナルの

研究成果に負の影響を与えている。要するに，他

の条件が一定であれば，組織が他部門 との密接な

連携を通 じて素早 く製品開発を成 し遂げようとす

る施策を採るほど，国内 ・外での学会発表や論文

掲載などの研究者の個人の研究成果は低 くなる。

また，他の条件が一定であれば，研究プロジェク

トを組む際に異質な人材の組み合わせを重視 した

り，他の研究所や大学か らの第一線研究者の採用

を多 くする努力を したりするなど，組織が異質性

を高あようとする施策を採るほど，個人の研究成

果 は低 くなる。 このような2つ の結果 は興味深

い。なぜなら，「部門間交流促進要因」の場合は，

これまで日本の研究開発の強みとして指摘されて

きたものであるし，「異質性促進要因」の場合は，

これか ら独創的な研究開発に欠かせない人的資源

管理施策として注目されているか らである。これ

らの2つ の点については，次の考察のところでよ

り詳 しく調べることにする。

 モデル3は ，人的資源管理システムを構成する

5っ の因子の間のシナジー効果を調べるために，

各 々の因子間の交差項をモデル2式 に新たに加

えたものである。表2に は，考えられる計20個

の交差項の中で，結果変数 と統計的に有意な結果

が現れているものだけを報告 している。考えられ

る計20個 の交差項の中で結果変数 と統計的に有

意な結果が現れている交差項の数は3つ だけで，

全てが2次 交差項である。要するに，考え られる

交差項の中で統計的に有意な結果が得 られている

交差項の比率は15%に 留まっており，内的整合

性の効果を定める方法として，交差項を設 けるこ

とが果たして有効なのかという指摘を裏付ける結

果 となっている(Becker&Gerhart，1996)。

 数は少ないものの，交差項の効果が現れている

のは，「部門間交流促進因子(HRM1)」 と 「自律性

促進因子(HRM2)」 との間，「部門間交流促進因子

(HRM1)」 と 「個の尊重因子(HRM5)」 との間，

「自律性 促進 因子(HRM 2)と 異質 性促 進 因子

(HRM3)」 との間である。中でも，個人の研究成果

に統計的に正の影響 を与えているのは，「部門間

交 流促 進 因子(HRM 1)」と 「自律性 促進 因子

(HRM2)」 との交差項である。要するに，他部門と

の密接な連携を通 じて素早 く製品開発を成 し遂げ

ようとする施策 と，研究における自律性を強調す

る人的資源管理施策 との間には上昇効果があるの

である。 これは，部門間の活発な交流を通 じて素

早 く商品開発 をしようす る場合，具体的な研究

テーマや方法 において研究者 の判断に任せた方

が，より個人の研究成果を高あると解釈できる。

 一方， 表2か ら分かるように， 「部門間交流促

進因子(HRMI)」 と 「個の尊重因子(HRM5)」 と

の交差項 と，「自律性促進因子(HRM2)」 と 「異質

性促進因子(HRM3)」 との交差項の場合，個人の

研究成果に負の影響を与えている。要するに，R

&D組 織 と他部門 との密接な連携を通 じて素早

く製品開発を成 し遂げようとする施策と，「個の

尊重因子」の施策と間にはお互いに相殺する効果

があり，2つ の施策が絡み合 うと，研究者の個人

成果はより低 くなるのである。また，研究におけ

る自律性を強調する施策と，R&D組 織内での異

質性をできるだけ高めようとする施策との間にも

お互いに相殺する効果があり，2っ の施策が絡み

合 うと，研究者の個人の研究成果はより低 くな

る。 これらのシステムとしての人的資源管理の効

果については，次の考察のところでより詳 しく議

論することにする。

 2)会 社関連の研究成果

 表3は ，結果変数として会社関連の研究成果を

とった重回帰分析の結果をまとめたものである。

モデル1は ，コントロール変数として用いられて

いる属性変数だけを結果変数に回帰 した ものであ

る。属性変数 と結果変数との間に統計的に有意な

結果が現れているのは，年齢 と業種の2っ であ

る。他の条件が一定であれば，年齢が高まるほど，

医薬産業のR&D研 究者よりもエレクトロニク

ス産業で働 く研究者ほど，国内 ・外での特許や製

品化，社内表彰，事業部などか らの重大な要請に

答えるといった項目で構成されている会社関連の

研究成果は高 くなる。プロフェッショナルの個人

の研究成果と同 じように，R&D組 織で働 く研究

者の会社関連の研究成果は，選抜の仕方によって

何 らの影響 も受 けておらず，人的ネットワークに



30

表3 重回帰分析の結果：会社関連の研究成果

変  数
モ デ ル1 モデル2

わ

モデル3

b a

}
7

1

1

9

8

9

&

一
2

。
0

の

'
0

℃

の

b s.e s.e

切 片

年 齢

勤 続

博 士 号

医 薬

選 抜
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HRM4
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HRM2 x 3

HRM3 x 5

一 .45*
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 .01

 .05

-1 .08***
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一
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 .08***
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 .03
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 .13**

一
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一
.07

一
.01

5

1

1

9

8

9

5
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5
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3

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

一 .60

 .08***

 .00

 .03

-1 .09***

一
.07

 .12**

 .12*

一 .12

一
.05

一 .00
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一 .22**

一
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 .21*

1

1

1

9

8

9

5

7

8

5

7

8

9

2

2

4

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

1

1
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R

R

4

.324*** .336***

.012

.353***

.017

・ノ〉=965 .
・博士号(未 取得 ；0，取得=1)， 医薬(非 医薬=0， 医薬=1)， 選抜(人 的 ネ ッ トワーク利用 一〇， 非利用=1)

は， それ ぞれ ダ ミー変数

・HRM lは 「部 門間 交流 促進 因 子」， HRM2は 「自律性 促 進因 子」， HRM3は 「異 質性 促 進 因子」， HRM4は

「情報交流促進因子」，HRM5は 「個の尊重因子」.

・HRM1×2は 「部門間交流促進 因子 」 と 「自律性促進因子」 の交差項
， HRM1×5は 「部 門間交 流促進 因子」 と

「個の尊重因子」 の交差項，HRM2×3は 「自律性促進因子」 と 「異質性促進因子」 の交差項， HRM3×5は
「異質性促進因子」 と 「個の尊重因子」の交差項.

頼っているグループがそうでないグループより研

究成果が高いということにはなっていない。

 モデル2は ，人的資源管理システムを構成する

5つ の因子をモデル1に 加え，それぞれの効果を

調べたものである。個人の研究成果における総変

動の約34%が モデル2式 によって説明されてい

る。表3か ら分かるように，人的資源管理 システ

ムを構成する5っ の因子の中で，会社関連の研究

成果に統計的に有意な影響 を与 えて いるのは，

「部門間交流促進因子(HRM1)」 と 「自律性促進因

子(HRM2)」 の2っ で，共に研究成果に正の影響

を与えている。要するに，他の条件が一定であれ

ば，組織が他部門との密接な連携を通 じて素早 く

製品開発を成 し遂 げようとする施策を採るほど，

研究者の会社関連の研究成果は高 くなる。また，

他の条件が一定であれば，研究者の リスクをおか

すことを奨励 したり， メンバー独 自の研究を奨励

したり，研究テーマの設定においても研究者個人

の関心や興味を考慮 して決めるようにしたりする

など，組織が自律性を促す施策を採るほど，研究

者の会社関連の研究成果 は高 くなる。「異質性促

進因子(HRM3)」 や 「情報交流促進 因子(HRM

4)」，そして 「個の尊重因子(HRM5)」 は，いずれ

もプロフェッショナルの会社関連の研究成果に何

らの影響 も与えていない。

 モデル3は ，人的資源管理 システムを構成する

5っ の因子の間のシナジー効果を調べるたあに，

各々の因子間の交差項をモデル2式 に新たに加

えたものである。表3に は，考えられる計20個

の交差項の中で，結果変数と統計的に有意な結果

が現れているものだけを報告 している。考えられ

る計20個 の交差項 の中で結果変数 と統計的に有

意な結果が現れている交差項 の数は4つ で，「プ

ロフェッショナルとしての個人の研究成果」と同

じように，考えられる交差項の中で統計的に有意

な結果が得 られている交差項の比率は20%に 留
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まっている。

 4っ の交差項の中で， 会社関連の研究成果に統

計的に有意な正の影響を与えているのは，「部門

間交流促進因子(HRM 1)」と 「自律性促進因子

(HRM2)」 との交差項と，「異質性促進因子(HRM

3)」 と 「個の尊重因子(HRM5)」 である。要する

に，他部門との密接な連携を通 じて素早 く製品開

発を成 し遂げようとする施策 と，研究における自

律性を強調する施策 との間には上昇効果があるの

である。 これは，会社が活発な部門間交流を通 じ

て素早 く商品開発をしようとする場合，研究の具

体的なテーマや方法は，研究者に相当な自律性を

与える方が会社関連の研究成果をより高めるとい

う解釈ができる。 また，プロジェクト・チームを

組む際に異質な人材の組み合わせを重視 したり，

外部か ら積極的に人材 を採用 した りするなどの

「異質性促進因子」と，チーム単位で仕事をしても

個人の貢献を正 しく評価 したり，予算やスタッフ

の使い方について研究者の自由度を高あたり，勤

務時間管理を研究者の自主的な判断に任せたりす

るなどの 「個の尊重因子」との間にも，上昇効果

があることが明らかになっている。

 一方， 表3か ら分かるように， 「部門間交流促

進因子(HRM1)」 と 「個の尊重因子(HRM5)」 と

の交差項 と，「自律性促進因子(HRM2)」 と 「異質

性促進因子(HRM3)」 との交差項は，会社関連の

研究成果に負の影響を与えている。要するに，他

部門との密接な連携を通 じて素早 く製品開発を成

し遂げようとする施策と，「個の尊重因子」の施策

との間にはお互いに相殺する効果があり，2つ の

施策が絡み合うと，研究者の会社関連の研究成果

はより低 くなるのである。また，研究における自

律性を強調する施策 と，R&D組 織の中で異質性

をできるだけ高めようとする施策との間にもお互

いに相殺する効果があり，2つ の施策が絡み合 う

と，研究者の会社関連の研究成果はより低 くなる

ことが明らかになっている。これ らのシステムと

しての人的資源管理の効果については，次の考察

のところでより詳しく議論することにする。

4.考 察

 ここで は，本論文の研究結果，そのイ ンプ リ

ケーション，研究限界などを述べることにする。

「R&D研 究会」のデータから，人的資源管理 シ

ステムの効果を調べたところ，個人の研究成果と

会社関連の研究成果の2つ の結果変数にともに

影響 している施策 としては，「部門間交流促進」施

策 と 「自律性促進」施策であった。その中，「自律

性促進」施策は，2つ の結果変数に一貫 して統計

的に有意 な正 の影響を与えている。プロフェッ

ショナルを動機付ける上で重要な要因の1っ が，

研究における自律性を与えるということを考えれ

ば， これは当然の結果とも言える。一方，これま

で日本の研究開発の強みとして指摘 されて きた

「部門間交流促進」施策は，結果変数に異なる方向

で影響 してお り，個人の研究成果 には負の影響

を，会社関連の研究成果には正の影響を与えてい

る。個人の研究成果が国内 ・外での学会発表や論

文掲載で構成されていることを考えてみると，こ

れは納得の行 く結果とも言える。なぜなら，活発

な部門間交流によって素早 い製品開発を重視する

企業 ほど，商品化や特許などを優先視 しがちで，

個人の研究成果を企業秘密 として扱い，外部発表

などを認あない可能性が高いからである。研究者

か ら見ると，研究開発が製品化 と密接に関連 して

いるということは，会社中心の研究が進められ，

会社関連の研究成果は高 くなるのに対 して，個人

の研究成果を高めるために割ける時間的な余裕が

少な くなる可能性がある。

 一方，個人の研究成果には，「異質性促進」施策

と 「情報交流促進」施策 も影響 しているものの，

その方向は全 く逆である。 「情報交流促進」 施策

は，個人の研究成果に正の影響を与えている。プ

ロフェッショナルを動機付ける上で重要な要因の

1つ が， プロフェッショナルとしての外部活動を

認あることであることを考えれば，これは当然の

結果とも言える。 しか し，独創的な研究開発に欠

かせない人的資源管理施策として議論されている

「異質性促進」施策 は，プロフェッショナルの研究

成果に負の影響を与えている。製品化や特許など
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の会社関連の研究成果 よりも，国内 ・外の学会発

表や論文掲載などの個人の研究成果のほうを基礎

研究の研究成果を示す指標 として考えることがで

きるとすれば， これは興味深い結果である。

 考えられる解釈 としては，次の2つ を挙げるこ

とがで きよ う。第1は ，異 質性 によ って プ ロ

フェッショナルの間にコンフリクトが増加 し，そ

れがプロフェッショナルのス トレスを高あ，結果

的に個人の研究成果に否定的な影響を与えている

という可能性である。 これは，異質性をどのよう

に捉えるべきかという問題とも関わ って くる。R

&D組 織 において異質性が重視 され るよ うに

なった理由の1っ には，最近の研究開発が異分野

間の連携によるものが多 くなり，学問的に異なる

背景の持ち主を集め，お互いを補い合う必要が強

まってきているという事実が存在 している。 しか

し，「R&D研 究会」の調査では，中途採用やプロ

ジェクトを組む際の異質性などの項 目で異質性が

測 られており，必ずしも，学問的に異なる背景の

持ち主を集めているという意味での異質性 とは限

らない。学問的な背景は同じであるものの，性格

や仕事のやり方などにおいて違 う人材の集まりと

いう意味での異質性の可能性は依然 として残 って

いる。となると，プロフェッショナルの間のコン

フリク トは格段に高 くなり，それが個人の研究成

果に否定的な影響を与えているのか もしれない。

第2は ，逆の因果関係(reverse causality)が 現れ
'
ている可能性である。「R&D研 究会」の調査は，

企業の人的資源管理システムを個人の認知(COg-

nition)に よって測 っている。それ故，研究成果が

高いプロフェッショナルの場合，なぜか組織の異

質性の追求努力が足 りないと認知しているかもし

れない。いずれにせよ，異質性をどのように捉え，

どのようにR&D組 織に採 り入れるのか，採り

入れた場合，異質性に付 きまとうコンフリクトを

どのようにマネジメントし，個人の研究成果 と組

織の研究成果を高あるのかの問題は，R&D組 織

の管理者 に新たに課された大きな挑戦 ともいえ

る。

 人的資源管理 システムは内的整合性(交 差項)

を備えているほど，その効果はより高 くなるとい

うSHRMの 理論的な前提とは異 なって，内的整

合性の効果はそれほど認められなかった。考え ら

れる20個 の交差項の中でその効果が認あられた

のは，個人の研究成果の場合では3つ ，会社関連

の研究成果の場合では4っ だけで，内的整合性の

効果を定める方法 として交差項を設 けることが果

たして望ましい方法なのかという疑問を改めて投

げかける結果 となっている。Pfeffer(1994)も 指

摘 しているように，交差項の効果が認められた実

証研究は殆ど見当たらない。そこで， これまでの

SHRM研 究を レビュー しているBecker&Ger-

hart(1996)は ，「整合性が理論的に非常に重要な

概念であれば，交差項を設けず，その構成概念を

直接に測る必要がある」，と勧告 している。本論文

の研究結果か ら，SHRMの 内的整合性 の仮定が

完全に覆されたと結論づけるにはまだ時期尚早で

ある理由はここにある。内的整合性の概念やその

測定に関するきちんとした議論は欠かせないだろ

う。

 内的整合性の効果が現れている数が少ないとい

う研究結果より，「部門間交流促進」施策と 「個の

尊重」施策という2っ の交差項が個人の研究成果

と会社関連の研究成果に一貫 して負の影響を与え

ているのに対 して，「異質性促進」施策と 厂個の尊

重」施策 との交差項は会社関連の研究成果に統計

的に有意な影響を与えているという，2つ の研究

結果の方が特筆すべき点であろう。

 まず，他部門との密接な連携を通 じて素早 く製

品開発を成 し遂げようとする施策が個の尊重施策

と絡み合うと，個人の研究成果と会社関連の研究

成果を共により低あるという研究結果である。こ

れまで 日本企業 の研究開発の強みとされてきた

「部門間交流促進」施策を，人的資源管理施策とい

うより一種の企業の研究開発戦略として受け止め

ることができるとすれば， このような結果は，外

的整合性の欠如，っまり，企業の追求す るR&D

戦略と人的資源管理 システムとの整合性の欠如を

示唆 してお り，興味深 い。同質的な人的資源を

べ一スにチーム ・ワークを中心 として素早 く製品

開発を成 し遂げるという研究開発戦略 と，個の尊

重 という人的資源管理施策 とがお互いにぶっか

り，それが研究成果に否定的な影響を及ぼしてい

るのか もしれない。となると，これは，SHRMが
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強調する外的整合性の重要性を裏付ける結果とも

受け止めることができるし，個の尊重という人的

資源管理施策は基礎研究でより適合的である可能

性を示唆する結果とも受け止めることができる。

 次に，「異質性促進」施策と 「個の尊重」施策 と

の交差項 は，会社関連の研究成果に統計的に有意

な影響を与えているという研究結果である。 プロ

ジェクト・チームを組む際に異質な人材の組み合

わせを重視 したり，外部から積極的に人材を採用

したりす るなどの 「異質性促進」施策は，チーム

単位で仕事をしても個人の貢献を正 しく評価 した

り，予算やスタッフの使い方について研究者の自

由度を高あたり，勤務時間管理を研究者の自主的

な判断に任せたりするなどの 「個の尊重」施策と

絡み合 うと，会社関連の研究成果をより高あるの

である。2つ の施策は共に， これまでの日本の人

的資源管理 システムのもとではあまり見 られな

かった施策で，かっ，今後の独創的な研究開発に

は欠かせない施策として注目されているというこ

とを念頭に入れると，このような結果は，SHRM

が強調する人的資源管理 システムを構成するサブ

システムの間の内的整合性の重要性を裏付ける結

果 として受け止めることができるという点で興味

深い。

 SHRMが 強調する外的整合性 と内的整合性を

裏付 けるこのような2つ の研究結果が示唆する

インプリケーションは極あて大きい。なぜなら，

2つ の研究結果は，新たな競争環境に直面 し，人

的資源管理システムの改革に乗 り出す日本の企業

が乗 り越 えなければならない課題，っまり，内

的 ・外的整合性の持っ否定的な側面を明るみにし

ているからである。

 年功賃金と長期雇用，社内教育訓練など，これ

までの日本の人的資源管理システムが非常に内的

整合性に富んでいたことは周知の通 りである。 日

本の人的資源管理 システムは，高度成長を背景に

企業の競争がコス ト・品質を中心 として行われて

いた時代，「外的整合性」にも優れており(JCIP，

1994；守島，1996； 清家，1994)， このような 「外

的 ・内的整合性」がこれまで日本の高い国際競争

力に大きく貢献 したことは否定できない事実であ

る。しか し，あまりにもやりすぎた内的整合性 は，

組織変動や組織 イノベーションを起こりにくくす

るという否定的な側面があることも， また事実で

ある(Becker&Gerhart，1996；Lengnick-Hall&

Lengnick-Hall，1988)。 なぜなら，企業が大きな

組織変動を成 し遂げるとき，内的 ・外的整合性 は

組織の硬直 さを意味するに他な らないか らであ

る。競争パラダイムの変化 とともに，人的資源管

理 システムにおける改革に乗 り出す日本の企業が

現在直面 している問題は，まさにこの問題だと思

われる。

 これまでの整合性をぶち壊さない限 り，新たな

整合性が生まれないことは確かなことである。 し

か し，その間にはどうして も過去のものと将来の

ものが混在 している過度期が存在するのであ っ

て，このような過度期には，利害集団の間のコン

フリクトなど組織内での混乱が一気に高まり，研

究成果に否定的な影響を及ぼ しかねない。外的整

合性の欠如とも解釈できる 「部門間交流促進」施

策と 「個の尊重促進」施策との間の交差項 と，研

究成果との負の関係は， このような可能性が現実

に起 こった結果かもしれない。要するに， これま

での人的資源管理 システムがあまりにも内的 ・外

的整合性に富んでいたが故に，企業の成果を高め

るために人的資源管理 システムにおける改革に乗

り出さざるを得ない企業は，急激な組織変動をい

かにうまくマネジメントするかという非常に重要

な問題に直面 しているのである。SHRM研 究が

組織変動に関する研究と手を結んで議論されなけ

ればならない理由は，ここにある。確かなことは，

人的資源管理システムの改革に乗り出す日本の企

業は，そのプロセスを明日の企業の持続的な競争

優位の源泉になる新 しい内的 ・外的整合性を求め

る意味ある組織変動として位置づけなければなら

ないという点である。

 一方，「自律性促進」施策と 「異質性促進」施策

との交差項は，個人の研究成果 と会社関連の研究

成果に共に負の影響を与えている。研究における

自律性を強調する施策 と，R&D組 織内での異質

性をできるだけ高めようとする施策 とが絡み合 う

と，個人の研究成果 と会社関連の研究成果はより

低 くなるのである。現在の段階では，なぜこの2

つの施策がお互いに相殺する効果があるかについ
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ては定かではない。個人の研究成果の場合，異質

性が上昇することによって，研究テーマや方法な

どにおいて合議がなされず，お互いが相手の足を

引っ張 っているのかもしれない。会社関連の研究

成果の場合は，チーム ・ワークが異質性によって

損なわれているのか もしれない。 これらの点にっ

いては丹念な事例研究が必要であろう。

 SHRMの 最近の議論 に照 らして，本論文の研

究限界 としては，次の2点 を挙 げることができ

る。1つ は，企業サ ンプルの数が少ないという点

である。人的資源管理 システムが個人変数ではな

く，組織変数である限り，人的資源管理 システム

の効果を把握するためには，何よりも多様な組織

で働 くプロフェッショナルを研究対象として捉え

なければならない。 しかし， 本論文には10個 の

企業 しか含まれてお らず，研究結果の一般化の可

能性が損なわれている。 また，人的資源管理シス

テムの測定に個人の認知によるバイアスが入 り込

み，逆の因果関係が現れている可能性 も否定でき

ない。もう1っ の限界は，SHRMを 理論的背景 と

しているにもかかわらず，人的資源管理 システム

が組織の経済的成果に及ぼす影響を調べず，個人

の研究成果に及ぼす影響を調べることに留まって

いるという点である。これは，企業サ ンプルが少

ない上に，「R&D研 究会」の調査で企業の成果

を測る変数が含まれていないことから生 じた限界

である。SHRMが 広 く行き渡るたあには，何より

も人的資源管理 システムが組織の経済的成果に及

ぼす影響を立証 しなければならないという最近の

SHRMの 指摘を鑑みるに，これは本論文の持っ

大きな研究限界である。

 このような限界はあるものの，人的資源は企業

の持続的な競争優位の源泉の1つ であり，人的資

源管理 システムのあり方によって組織の成果はか

なり影響を受 けるというSHRMの 視点は，これ

から注意深 く検討するに値するということは確か

である。その際，外的 ・内的整合性に関するより

注意深い議論がなされなければならないことは言

うまでもない。

注

1)戦 略的人 的資源 管理論(SHRM)に 関 す るよ り詳

  しい ことは，蔡(1998)の レビュー論 文を参照 さ

 れたい.

2)そ れゆえ，各 々の機能 だけに焦点 を絞 る場合，シ

  ステ ムと しての人 的資源管 理の効 果 は過大 評価

  され る恐れがあ る.こ の点 にっいて は，Huselid

 &Becker(1996)を 参照 された い.
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